
令和４年度沖縄県国民保護図上訓練実施計画（概要）

１ 目的

事態認定前後の初動時における関係機関の連携要領や避難実施要領案等の確

認及び認識共有を行い、国民保護措置の実効性の向上を図る。

２ 訓練内容

(1) 日 時 ： 令和５年３月17日(金) １３：００～１６：３０

(2) 場 所 ： 沖縄県庁５階危機管理センター、一部オンライン

(3) 主要訓練項目 ：

事態認定前の初動からの連携体制の構築、住民避難の検討に重点を置き、

下記の訓練項目を実施する。

第１部【公開】

①図上検討

「意見交換会」等で整理・検討してきた時系列に沿った行動計画（タ

イムライン）を基に、国からの連絡以降、県、市町村等の事態認定前

（緊迫期）等における自組織の役割を提示することにより、事案対応に

おける関係機関相互の認識を図る。

②関係機関等連絡調整会議運営訓練

「避難に係る検討会」等で整理・検討してきた先島諸島の住民避難の

考え方等について、事態認定後の住民避難を見据えた関係機関等連絡調

整会議を模擬し、検討状況等を確認する。

第２部【非公開】

関係機関等による意見交換

３ 訓練参加機関・団体

  沖縄県、市町村（宮古島市、多良間村、石垣市、竹富町、与那国町）、

内閣官房、消防庁、国土交通省、沖縄総合事務局、沖縄県警察、

指定（地方）公共機関、第十一管区海上保安本部、 自衛隊等

（そのほかオンライン参加機関を含む）



４ 内容

(1) 訓練想定

・国は、我が国周辺の情勢悪化に伴い、万一の事態に備え、事前に関係する各

地方公共団体（沖縄県含む）及び指定公共機関等の関係機関と接触を開始。

（国は、先島諸島の市町村を県外避難の要避難地域に、九州を避難先地域に、

それぞれ指定する可能性があると判断。）

・県は、沖縄県危機管理対策本部を設置し、先島諸島市町村及び関係機関と

避難に関する各種調整を開始。

・Ａ国から日本への武力攻撃の可能性の示唆等もあり，政府は最悪の事態に備

え武力攻撃予測事態を認定。

※国民保護に係る連携等について訓練するための仮定の想定であり、特定の

事態を想定したものではない。

また、政府の対応の流れも実際には事態によって一様でない。

(2) 訓練当日のスケジュール（別紙参照）

５ 訓練の中止について

(1) 訓練前及び訓練中において、自然災害の発生等、危機事象が発生した場合

には、国及び関係市町村と協議の上、本訓練を中止する。

(2) 中止判断基準

次のいずれかに該当する場合、訓練を中止又は縮小する。

① 県内に警報級の大雨・洪水等や地震・津波等の危機事象が発生し、又

は発生するおそれが生じたため、当該緊急事態に対処（災害警戒本部又

は災害対策本部を設置）する必要がある場合

② その他、訓練実施が困難と予想される事態が発生した場合


